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　「消防庁応急体制マニュアル」に定めるＦシフト各班
の活動要領や本部運営要領の再徹底を図るとともに、消
防庁職員の判断・対応能力の向上を図ることを目的とす
る。さらに、訓練を通じて明らかになるＦシフト体制の
課題を改善することで、実災害における消防庁災害対策
本部機能の一層の充実強化を目指す。

　震源/規模　都心南部/マグニチュード7.3、最大震度７
　発災時刻　７月31日　９時45分（発災日が休日と想定）
　訓練時間　10時00分～ 15時00分（５時間）

　消防庁長官以下、本庁全職員

　消防防災・危機管理センター

　去る７月31日、消防庁職員を対象とした「消防庁図
上訓練」を消防防災・危機管理センターにおいて実施し
ました。
　消防庁では、大規模地震等発生時には、消防庁長官を
本部長とする消防庁災害対策本部を設置し、消防庁全職
員によるＦシフト（Full Shift）体制（[図１]参照）によ
り本部運営を行います。　　
　Ｆシフト体制時には、ＮＴＴ回線が途絶した場合でも、
消防防災無線を含むあらゆる通信手段を用いて被災都道
府県・市町村や消防本部から情報を収集するとともに、
直ちに官邸へ人員を派遣し他省庁とも連携しながら災害
状況の把握に努めます。さらに、消防庁ヘリ等の映像情
報のほか、被災地へ職員を派遣して直接災害概要・被害
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状況等の実態把握を行います。こうして得た各種情報を
もとに、緊急消防援助隊出動要請・指示及びオペレーショ
ンをはじめとする、災害応急対策を進めています。（[図
２]参照）
　以下、首都直下地震を想定して実施した消防庁図上訓
練の概要について紹介します。

消防庁災害対策本部の体制消防庁災害対策本部の体制

消防防災・危機管理センター配置図

【地震等大規模災害発生時】
○消防防災・危機管理センターに直ちに全職員が参集。
○予め定められた班体制により、情報収集・広域応援などの応急対応に当たる。
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広域応援班
緊急消防援助隊
の出動可能隊調
査、出動指示、動
態管理など、緊急
消防援助隊に関
するあらゆる運用
調整を行う班で
ある。

情報整理班
情報集約班が収集した被害情報や消
防庁の対応状況など各種情報を整理
し、マスコミ発表資料等を作成する情
報発信の要となる班である。

通信班
ヘリコプターからのテレビ映像、スクリーンをはじめとする危
機管理センター内各機器の操作を行う班である。

情報集約班
被災した地方自治体や関係機関などと
の情報の窓口となり、情報収集を行う災
害対策本部の情報窓口となる班である。

石油コンビナート・原子力班
石油コンビナートや原子力発電所施設にお
いて発生した災害の情報収集及び整理、並
びに石油コンビナート災害に関する消防機
関等の活動について助言等を行う班である。

広報班
報道機関など外部との窓
口を果たす班である。（被
害報のホームページアッ
プ、ツイッター広報含む）

特命班
消防庁職員の管
理、各班の支援
を行う班である。

参謀班（官邸G）
政府の対策本部・
官邸リエゾンと
の連絡調整を行
う班である。

参謀班（参謀G）
災害の全容を把握
し、的確な状況判
断のもと、消防庁
の対応方針を決定
し、各班、被災地に
派遣した職員等に
指示を行う災害対
策本部の中心とな
る班である。

大規模災害等発生時における消防庁の取組大規模災害等発生時における消防庁の取組

総理官邸：危機管理センター

消防防災危機管理センター
における情報収集

被災地県に設けた消防応援活動調整本部
（県庁での消防庁現地派遣職員による連絡調整）

派遣：情報収集・連絡調整

緊急消防援助タイ派遣調整

Ⅰ消防庁災害対策本部設置

Ⅱ消防庁先遣隊を被災地へ派遣

Ⅲ緊急消防援助隊の派遣



消防の動き '14 年 ９月号   - 13 -

　前回の訓練では、消防庁応急体制マニュアルの履行状
況や参謀班を中心とした指示・情報の流れに課題が認め
られたため、今回の訓練では、各班が災害時の対応につ
いて前回の課題を踏まえ協議を重ね、またミニ訓練等を
実施した結果、前回と比べ大幅に改善が図られた。
　一方、反省事項としては、災害に関する情報をまとめ
る被害報に専門的な用語を用いた情報を記載していた
が、受け手側の官邸や報道機関等が必ずしも理解しやす
い内容となっていなかったのではないか、といった点が
挙げられた。また、発災初期における少人数対応及び長
期間対応を想定した引継ぎについては、一部に混乱も見
られた。
　今後は、こうした課題を一つひとつ整理・検証した上
で、職員のさらなる能力向上に努め、災害発生時の対応
に万全を期することとする。

　今回の図上訓練では、職員の在庁していない休日に首
都直下地震が発生したという想定で実施した。訓練では、
新たな取り組みとして、訓練時間を５時間とし、参加者

（参集者）を前半組、後半組に分けることにより、発災
初期における少人数による対応と長期間対応を想定した
引継ぎが機能するかを検証した。また、訓練時間を長時
間とすることにより、緊急消防援助隊のオペレーション
をより実際に近い形とし、進出経路や進出拠点の選定、
出動に係る障害の排除やそれに伴う関係省庁との連絡調
整等、実災害で必要となる一連の活動を訓練した。
　さらに、消防庁災害対策本部の指揮命令系統の一元化
を徹底するため、消防庁としての意思決定を行う班であ
る参謀班から各班への指示の伝達、各班から参謀班への
情報伝達の方法を一部見直し、情報が錯綜する中で如何
に参謀班に情報が集約され、指示が徹底されるかを検証
した。
　このほか、首都直下地震発生時には、安否の確認が取
れない職員や職員自身は参集しても家族の安否が確認で
きない事態が想定されることから、特命班による安否確
認が重要な任務となる。今回の訓練においては、より実
践に近い形で職員及びその家族の安否を追跡確認するこ
とも訓練の一部とした。
　また、従前と同様、被害状況や緊急消防援助隊の状況
についての官邸への迅速な情報提供、被害報の作成及び
消防庁ＨＰへの掲載等による国民への周知、石油コンビ
ナート被害に係る都道府県、関係機関からの情報収集及
び活動の助言、消防庁から被災地に派遣する職員の決定
等について、各班の業務・作業内容を定めた「消防庁応
急体制マニュアル」記載事項が徹底されているかを検証
した。

問合わせ先
　消防庁国民保護・防災部防災課　応急対策室　小笠原
　TEL: 03-5253-7527
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　プレイヤーとコントローラーに分かれて行うシナリオ
ブラインド型ロールプレイング方式で実施。プレイヤー
の消防庁職員に対し、都道府県、消防本部、官邸、報道
機関などの関係者役のコントローラーが、被害の状況や
官邸、報道機関等からの要求といった実災害に即した状
況を付与し、プレイヤーがその内容について判断・決定、
対策・措置等を行う。

訓練方法5

訓練時の消防防災・危機管理センターの状況（全体）

訓練時の消防防災・危機管理センターの状況（参謀班）
（長官等幹部による対応方針の検討状況）


